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1.  平成23年7月期の業績（平成22年8月1日～平成23年7月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年7月期 1,932 △31.2 △223 ― △248 ― △288 ―
22年7月期 2,809 2.0 △62 ― △71 ― △122 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年7月期 △3.72 ― △19.5 △8.9 △11.6
22年7月期 △1.58 ― △7.2 △2.3 △2.2

（参考） 持分法投資損益 23年7月期  ―百万円 22年7月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年7月期 2,651 1,333 50.2 17.19
22年7月期 2,897 1,627 56.2 21.00

（参考） 自己資本   23年7月期  1,332百万円 22年7月期  1,627百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年7月期 △24 △56 △33 821
22年7月期 △421 △30 △66 935

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向 純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年7月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
23年7月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
24年7月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 0.0

3.  平成24年7月期の業績予想（平成23年8月1日～平成24年7月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,300 51.9 △6 ― △14 ― △15 ― △0.19
通期 3,100 60.4 29 ― 14 ― 10 ― 0.13
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年7月期 77,527,498 株 22年7月期 77,527,498 株
② 期末自己株式数 23年7月期 39,231 株 22年7月期 39,211 株
③ 期中平均株式数 23年7月期 77,488,272 株 22年7月期 77,488,341 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
  この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料4ページ「１．経営成績（1)経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
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(1）経営成績に関する分析 

 当事業年度におけるわが国経済は、アジア経済の拡大を背景に海外経済の改善が見られ、国内的には新たな経済対

策を始めとする各種施策の効果などを背景に景気の持ち直し傾向が期待されておりましたが、本年3月11日に発生し

た東日本大震災の影響や原子力発電所の一部操業停止による電力不足も加わり、生産活動や個人消費等も停滞し、よ

り景気は厳しい状況となりました。 

 建設業界におきましては、民間住宅建設投資に一部回復の兆しが見られましたが、公共投資は依然として減少を続

け、縮小する市場での受注環境は一層厳しさを増しております。 

 このような状況の中、当社におきましては、主力の上・下水道の施工におきまして、他社との差別化を図るため、

より一層技術力の向上及び新技術の開発を推進してまいりました。また、不動産部門におきましては、ＯＬＹ機材等

の普及を図るため、積極的に新規顧客獲得に向け営業を展開するとともに、販売用不動産も引き続き早期売却に向け

販売促進を図るとともに利回り物件の獲得を推進してまいりました。  

 その結果、当事業年度の業績につきましては、受注高18億61百万円（前年同期比17.4％減）、売上高19億32百万円

（前年同期比31.2％減）となりました。 

 収益面につきましては、原価低減、経費削減に努めてまいりましたが、計画した売上高に対し、翌期に売上がづれ

たことに伴い売上高が減少、それに伴い利益も減少した結果2億23百万円の営業損失（前年同期は62百万円の営業損

失）となりました。 

 経常損益面につきましては、支払利息及び支払手数料等の支払いにより2億48百万円の経常損失（前年同期は71百

万円の経常損失）となりました。 

 当期純損益につきましては、景気悪化等に伴う売掛債権及び貸付債権の評価を一層厳格化し、貸倒引当金繰入額26

百万円、減損損失10百万円等を計上したことにより、2億88百万円の当期純損失となりました。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

(建設事業) 

 建設事業におきましては、依然として公共投資の縮減、落札価額の低価格化が引き続いており、元請受注に注力し

ましたが、受注高15億90百万円（前年同期比22.0％減）、売上高16億51百万円（前年同期比36.1％減）、完成工事総

利益1億3百万円（前年同期比68.1％減）となりました。 

(不動産事業等) 

 不動産事業等におきましては、引き続きＯＬＹ機材の拡販と販売用不動産の早期売却に努めましたが、受注高2億

71百万円（前年同期比26.3％増）、売上高2億71百万円（前年同期比26.3％増）、不動産事業等総損失6百万円（前年

同期は4百万円の不動産事業等総損失）となりました。 

(その他) 

 その他事業におきましては、投資事業において売上高9百万円(前期同期比0.6％減)、その他の売上総利益9百万円

（前年同期比0.6％減）となりました。 

(次期の見通し) 

 今後のわが国経済は、東日本大震災や電力不足並びに放射能汚染等により、国内経済に与える影響は甚大であり、

景気は一層厳しい状況が続くものと予想されます。  

 建設業界におきましては、震災によるインフラ復旧工事等の公共投資は増加が見込まれますが、それ以外の公共投

資は引き続き低調に推移するものと予想され、経営環境は極めて厳しい状況が続くものと思われます。 

 こうした中、当社は本業である上・下水道工事施工の一層の効率化を図るとともに受注の拡大を目指し、ここ数年

新技術の開発を進めるとともに、既に開発済みである新工法のピカルス工法（パイプ・イン・パイプ工法）を採用し

た水道工事で施工実績を積み上げてまいりました。今後も、同工法を始めとした当社の優位性を活用し、積極的に営

業活動を推進してまいります。また、下水道工事におきましては、これまでの経験と実績を糧に営業活動を推進して

まいります。不動産事業等におきましては、ＯＬＹ機材のリース拡販を幅広く行い、ＯＬＹ工法のより一層の普及に

向け、他企業に働きかけてまいります。また、不動産部門においては、人員の拡充と業務提携により一層の販売用不

動産の売上の拡大と収益性のある不動産物件の仕入による利益の拡大を推進してまいります。 

 以上により、平成24年7月期の業績につきましては、売上高31億円（うち建設事業18億39百万円、不動産事業等12

億50百万円、その他11百万円）、営業利益29百万円、経常利益14百万円、当期純利益10百万円を目指し、全社一丸と

なり収益の向上に向け全力を尽くしてまいります。 

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末資産につきましては26億51百万円となり、前期比2億46百万円の減少となりました。流動資産は17億

20百万円と前期比2億82百万円の減少となりました。主な要因は、現金預金1億14百万円の減少、完成工事未収入金2

億73百万円の減少、営業保証金71百万円の増加、受取手形23百万円の増加等によるものであります。固定資産につき

ましては、9億31百万円と前期比36百万円の増加となりました。主な要因は、有形固定資産の購入等による増加12百

万円、投資等において23百万円の増加等によるものであります。 

 負債につきましては、13億17百万円となり、前期比47百万円の増加となりました。主な要因は、未成工事受入金1

億35百万円の増加、工事未払金76百万円の減少、短期借入金28百万円の減少によるものであります。 

 純資産につきましては、13億33百万円となり、前期比2億93百万円の減少となりました。主な要因は、当期純損失2

億88百万円によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、未成工事受入金の増加や売上債権の減少の

一方、販売用不動産等のたな卸資産の増加や仕入債務の減少、また、保険積立金の増加及び借入金の返済等により前

事業年度末に比べ1億14百万円減少し、当事業年度末は8億21百万円となりました。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、24百万円（前年同期は4億21百万円の使用)となりました。これは主に、税引前当

期純損失が2億84百万円となったものの、たな卸資産50百万円の増加、仕入債務57百万円の減少、未成工事受入金1億

35百万円の増加、売上債権2億46百万円の減少等があったことによるものであります。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、56百万円(前年同期は30百万円の使用)となりました。これは主に、保険積立金の

支出52百万円等によるものであります。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は33百万円（前年同期は66百万円の使用）となりました。これは長期借入金の返済に

よる支出34百万円等によるものであります。 

 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 自己資本比率：自己資本/総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

 営業キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

 ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

 ※営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。

有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。ま

た、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  平成20年7月期 平成21年7月期 平成22年7月期 平成23年7月期

 自己資本比率（％）  64.5  53.9  56.2  50.2

 時価ベースの自己資本率（％）  49.1  45.2  42.8  58.5

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  －  1.0  －  －

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  43.3  －  －
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付け、安定した配当を継続的に行うことを基

本方針としております。しかしながら、平成13年7月期以降、建設業界の厳しい経営環境の下、売上、利益共に減少

を余儀なくされ、誠に遺憾ではありますが、無配の状況に至っております。  

 当事業年度は、本業である上・下水道工事施工で新技術の活用を前面に押し出し、収益力の回復を期し営業展開を

図りましたが、売上高、営業利益、経常利益ともに計画を下回り、当期純利益も計画未達となり当期純損失は2億88

百万円となりました。従いまして、まことに遺憾ではありますが当期においても無配とさせていただきます。 

 次期及び今後の見通しとしましては、年度計画数値を着実に達成し、一日も早く安定した経営基盤を確立させ、経

営環境の変化に対応できるよう株主資本の充実を図り、将来の事業展開に備えたいと考えております。 

 当社といたしましては、皆様の信頼にお応えすべく、全社一丸となって業績向上に傾注し、早期復配体制を確立

し、株主重視の経営を取り戻したいと考えております。 

(4）事業等のリスク 

 当社の経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。文中

の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。 

 ①建設業・不動産業を取り巻く環境の変化によるリスク 

 1）公共工事、民間建設投資が予想以上に削減された場合、受注量が減少し、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 2）公共工事における低価格入札の横行により工事参入機会が減少し、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 3）不動産市況が予想以上に悪化した場合、不動産の販売が遅れ、業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 ②資機材の調達におけるリスク 

  原材料の価格が高騰した際、それを請負金額に反映することが困難な場合には、業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 ③取引先に関するリスク 

  請負契約先の業績悪化により、工事代金の回収の遅延や貸倒れにより、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 ④瑕疵の発生によるリスク 

  品質管理には万全を期しておりますが、多額の瑕疵担保責任及び製造物責任による損害賠償が発生した場合は、

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ⑤労働災害のリスク 

  安全を最優先して工事施工を行っておりますが、予期しない重大な労働災害が発生した場合には、業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

 ⑥金利上昇によるリスク 

  大幅な金利の引き上げが行われた場合には、金融収支の悪化により、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ⑦保有資産の時価の下落 

  保有する有価証券や不動産等の時価が下落した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

   ⑧法的規制によるリスク 

    当社事業は、建設業法、建築基準法、宅地建物取引業法、労働安全衛生法等による法的規制を受けております 

    が、これらの法律の改廃、法的規制の新設、適用基準の変更等がなされた場合には、業績に影響を及ぼす可能性

    があります。 
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 直近の有価証券報告書（平成22年10月28日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため開示を省略いたします。 

(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、「建設業を通して人と社会に大きく貢献していくこと」を基本理念とし、「人と地球に優しい、クリーン

な環境を未来へ」を基本テーマに、高収益体質企業を目標に社会とともに発展していくことを目指しております。 

  

(2）目標とする経営指標 

  当社は上・下水道工事のプロフェッショナルとして、社会資本の整備に貢献するとともに、収益力を一層強化し、

企業価値を高めてまいります。 

  目標  売上高営業利益率  ３％ 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社の所属する建設業界は、ここ数年の公共投資の縮減の結果、冷え込んだ業界の再生には、なお時間を要するも

のと思われ、厳しい経営環境は、当分の間続いていくものと予想されます。 

 当社は創業以来、上・下水道工事の専門業者として、上・下水道の施工を行い、技術に裏打ちされた施工実績によ

り、顧客各層より高い評価を得てまいりました。 

  工事施工時の安全対策につきましても、万全なる体制を組み、8年2ヵ月に亘り無事故施工232万時間を達成いたし

ました。東京都下水道局からは、５カ年施工成績優良業者の表彰（平成23年度）を受ける等、顧客満足度の高い水準

で施工実績を積み上げてまいりました。 

 また、上・下水道事業と並ぶ柱として、不動産関連事業の強化及び新規事業の立ち上げを図ってまいります。具体

的には、不動産関連事業におきましては、株式会社ウィークリーセンター・グループと連携を強化し、利回り物件の

取得、販売を促進いたします。新規事業におきましては、当社の保有する施設を有効活用し、介護事業を行えるため

のスペースへの転用やレンタルルームへのスペース転用により、介護事業及びレンタルルーム事業への進出をいたし

ました。 

 このように当社をとり巻く環境も変化しており、更なる発展を目指すためには、技術面、人材面、財務面に関し

て、次の戦略を推し進めてゆく所存であります。 

  ① 技術集団としての取組み 

    当社は、45年にわたり、上・下水道工事の専業業者として、施工を行う中から現場で真に求められる技術を 

  生み出してまいりました。 

    今後も顧客からのニーズにいち早く対応するため、作業効率、原価削減等に反映できる技術を全社一丸とな 

  り、数多く開発していく方針であります。 

  ② 次代を担う人材の育成 

    激変する業界環境の中で、この変化に対応していくためには、次代を担う経営者及び管理者は、新しい感覚 

  で、進取の精神が求められ、これに合致する人材を育成するため、実践的な人事制度を確立し、社内の活性化に

  向け取り組んでまいります。 

  ③ 財務体質の強化 

    従来より指向してまいりました有利子負債の削減等につきましては、相応の成果をあげてまいりましたが、更

  にもう一歩踏み出し、資産内容を見直し、また、安定した資金の導入を確保するため、資金調達力の強化等を行

  い、計画的かつ戦略的に財務管理を進めていく方針であります。 

２．企業集団の状況

３．経営方針
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 (4）会社の対処すべき課題 

 建設業界を取り巻く環境は、非常に厳しい状況にあることから、当社といたしましては、当面、良質な受注を確

保し、従来にも増して収益性を重視した施工体制をもとに業務を推進してまいります。 

 技術面に関しましては、当社が開発し特許取得した、ピカルス工法(パイプ・イン・パイプ工法)についても、当

期において３箇所の現場で施工しており、新工法による施工実績を確実に積み上げております。また、当社独自技

術であるＯＬＹ工法等の有力な工法も保有しております。 

 これらの技術に基づく工法により、受注に際しての当社の優位性を確立し、業者間における差別化を推し進め、

また、ＯＬＹ機材の他社へのリース取引の拡大を積極的に推進してまいります。一方、上・下水道事業以外では、

不動産事業の拡大及び新規事業の立ち上げを行い、当社事業の柱として確立し、業績の回復を図ってまいります。 

 現在の建設関連の市況において、企業は、価格競争の激化に対する競争力や収益力の強化が強く求められており

ます。この状況に対応すべく、当社は、技術の集積により競争力を高めていくと同時に、社内的には、コンプライ

アンス体制を重視し、実効性のある内部統制システムが機能的に発揮でき得る体制の確立を推進してまいります。 

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年７月31日) 

当事業年度 
(平成23年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 935,894 821,190

受取手形 6,899 ※1  30,110

完成工事未収入金等 539,968 266,451

未成工事支出金 12,102 5,271

不動産事業等支出金 114,338 ※2  129,067

販売用不動産 217,114 227,388

営業投資有価証券 49,138 75,948

短期貸付金 2,000 8,050

前払費用 9,934 8,676

立替金 90,869 61,416

営業保証金 － 71,909

その他 40,815 30,054

貸倒引当金 △16,435 △15,514

流動資産合計 2,002,640 1,720,020

固定資産   

有形固定資産   

建物 839,774 852,638

減価償却累計額 △606,639 △627,652

建物（純額） ※2  233,134 ※2  224,986

構築物 105,918 103,918

減価償却累計額 △102,187 △103,918

構築物（純額） 3,731 0

機械及び装置 53,367 52,510

減価償却累計額 △51,654 △52,510

機械及び装置（純額） 1,712 0

車両運搬具 6,661 1,272

減価償却累計額 △6,530 △1,272

車両運搬具（純額） 130 0

工具器具・備品 73,187 72,091

減価償却累計額 △60,715 △63,605

工具器具・備品（純額） 12,471 8,485

土地 ※2  371,982 ※2  402,253

有形固定資産合計 623,163 635,726

無形固定資産   

ソフトウエア 2,094 1,594

その他 1,471 1,509

無形固定資産合計 3,565 3,103

投資その他の資産   

長期貸付金 203,338 191,492

従業員に対する長期貸付金 29,077 25,395

保険積立金 ※2  121,604 ※2  174,208

固定化営業債権 250,900 235,527

破産更生債権等 3,832 1,406

その他 56,639 58,929

貸倒引当金 △396,881 △394,508

投資その他の資産合計 268,511 292,452
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年７月31日) 

当事業年度 
(平成23年７月31日) 

固定資産合計 895,240 931,282

資産合計 2,897,880 2,651,303

負債の部   

流動負債   

工事未払金 321,663 245,086

短期借入金 ※2  617,213 ※2  588,613

未払金 6,386 23,529

未払費用 65,714 59,583

未払法人税等 6,097 6,009

未払消費税等 10,413 －

賞与引当金 6,075 5,553

未成工事受入金 147,590 283,286

預り金 56,544 65,715

工事損失引当金 － 1,204

完成工事補償引当金 － 4,585

その他 3,200 6,637

流動負債合計 1,240,899 1,289,806

固定負債   

退職給付引当金 16,367 14,585

長期預り保証金 13,212 13,212

固定負債合計 29,579 27,797

負債合計 1,270,479 1,317,603

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,758,495 1,758,495

資本剰余金   

資本準備金 53,475 53,475

その他資本剰余金 － －

資本剰余金合計 53,475 53,475

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △122,250 △410,281

利益剰余金合計 △122,250 △410,281

自己株式 △56,483 △56,484

株主資本合計 1,633,236 1,345,205

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △5,834 △13,013

評価・換算差額等合計 △5,834 △13,013

新株予約権 － 1,508

純資産合計 1,627,401 1,333,699

負債純資産合計 2,897,880 2,651,303
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高   

完成工事高 2,585,801 1,651,968

不動産事業等売上高 214,616 271,117

その他の売上高 9,443 9,390

売上高合計 2,809,861 1,932,476

売上原価   

完成工事原価 2,261,586 ※1  1,548,520

不動産事業等売上原価 218,800 277,459

売上原価合計 2,480,387 1,825,980

売上総利益   

完成工事総利益 324,214 103,448

不動産事業等総損失（△） △4,183 △6,342

その他の売上総利益 9,443 9,390

売上総利益合計 329,474 106,496

販売費及び一般管理費   

役員報酬 50,652 54,578

従業員給料手当 86,905 76,044

退職給付費用 8,224 3,863

賞与引当金繰入額 1,618 2,794

法定福利費 16,740 15,781

福利厚生費 6,271 2,267

修繕維持費 1,843 5,705

事務用品費 4,322 3,625

通信交通費 14,994 13,837

動力用水光熱費 3,283 3,668

貸倒引当金繰入額 204 340

交際費 4,766 3,555

減価償却費 15,000 14,723

支払手数料 110,138 73,370

租税公課 9,632 9,993

保険料 13,796 16,566

雑費 43,779 29,448

販売費及び一般管理費合計 392,175 330,165

営業損失（△） △62,700 △223,669

営業外収益   

受取利息 2,534 1,825

受取配当金 553 1,362

不動産賃貸料 14,339 27,347

雑収入 5,776 8,583

営業外収益合計 23,204 39,119
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

営業外費用   

支払利息 15,454 18,983

不動産賃貸原価 7,880 23,306

支払手数料 － 15,358

雑支出 9,012 5,994

営業外費用合計 32,347 63,643

経常損失（△） △71,844 △248,193

特別利益   

固定資産売却益 ※2  5,855 －

その他 145 －

特別利益合計 6,000 －

特別損失   

貸倒引当金繰入額 52,612 26,406

減損損失 － ※3  10,137

その他 500 －

特別損失合計 53,112 36,543

税引前当期純損失（△） △118,956 △284,737

法人税、住民税及び事業税 3,294 3,294

当期純損失（△） △122,250 △288,031
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 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算であります。 

  

  

完成工事原価報告書

    
第44期 

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

第45期 
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

材料費    668,973  29.6  310,781  20.1

労務費    297,192  13.1  191,783  12.4

外注費    840,973  37.2  586,133  37.9

（うち労務外注費）    (840,973)  (37.2)  (586,133)  (37.9)

経費    454,446  20.1  459,822  29.6

（うち人件費）    (234,588)  (10.4)  (222,049)  (14.3)

 計    2,261,586  100.0  1,548,520  100.0

                           

不動産事業等売上原価報告書

    
第44期 

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

第45期 
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

土地・建物代    41,658  19.0  82,345  29.7

経費    177,142  81.0  195,114  70.3

計    218,800  100.0  277,459  100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,758,495 1,758,495

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,758,495 1,758,495

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 752,254 53,475

当期変動額   

資本準備金の取崩 △698,779 －

当期変動額合計 △698,779 －

当期末残高 53,475 53,475

その他資本剰余金   

前期末残高 － －

当期変動額   

資本準備金の取崩 698,779 －

その他資本剰余金からその他利益剰余金
へ振替

△698,779 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 752,254 53,475

当期変動額   

資本準備金の取崩 － －

その他資本剰余金からその他利益剰余金
へ振替

△698,779 －

当期変動額合計 △698,779 －

当期末残高 53,475 53,475

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △698,779 △122,250

当期変動額   

その他資本剰余金からその他利益剰
余金へ振替

698,779 －

当期純損失（△） △122,250 △288,031

当期変動額合計 576,529 △288,031

当期末残高 △122,250 △410,281

利益剰余金合計   

前期末残高 △698,779 △122,250

当期変動額   

その他資本剰余金からその他利益剰余金
へ振替

698,779 －

当期純損失（△） △122,250 △288,031

当期変動額合計 576,529 △288,031

当期末残高 △122,250 △410,281
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

自己株式   

前期末残高 △56,481 △56,483

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △0

当期変動額合計 △2 △0

当期末残高 △56,483 △56,484

株主資本合計   

前期末残高 1,755,488 1,633,236

当期変動額   

当期純損失（△） △122,250 △288,031

自己株式の取得 △2 △0

当期変動額合計 △122,252 △288,031

当期末残高 1,633,236 1,345,205

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 3,171 △5,834

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9,006 △7,179

当期変動額合計 △9,006 △7,179

当期末残高 △5,834 △13,013

評価・換算差額等合計   

前期末残高 3,171 △5,834

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9,006 △7,179

当期変動額合計 △9,006 △7,179

当期末残高 △5,834 △13,013

新株予約権   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 1,508

当期変動額合計 － 1,508

当期末残高 － 1,508

純資産合計   

前期末残高 1,758,660 1,627,401

当期変動額   

当期純損失（△） △122,250 △288,031

自己株式の取得 △2 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9,006 △5,670

当期変動額合計 △131,258 △293,701

当期末残高 1,627,401 1,333,699
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純損失（△） △118,956 △284,737

減価償却費 26,397 27,230

減損損失 － 10,137

貸倒引当金の増減額（△は減少） 52,817 19,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,873 △1,782

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,412 △522

工事損失引当金の増減額（△は減少） － 1,204

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） － 4,585

受取利息及び受取配当金 △3,088 △3,187

支払利息 15,454 18,983

固定資産売却損益（△は益） △5,855 －

売上債権の増減額（△は増加） △293,821 246,383

営業保証金の増減額（△は減少） － △71,909

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △22,754 △33,988

たな卸資産の増減額（△は増加） 113,238 △50,442

仕入債務の増減額（△は減少） 212,435 △57,643

未成工事受入金の増減額（△は減少） △344,797 135,695

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減
少）

△329 △203

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,898 △10,413

破産更生債権等の増減額（△は増加） △1,148 2,425

その他 △20,376 44,260

小計 △405,217 △4,422

利息及び配当金の受取額 3,088 3,187

利息の支払額 △14,436 △18,574

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △4,985 △4,722

営業活動によるキャッシュ・フロー △421,551 △24,531

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △11,817 －

有形固定資産の売却による収入 13,104 73

無形固定資産の取得による支出 △3,921 △223

貸付けによる支出 △13,000 △13,200

貸付金の回収による収入 6,695 9,597

保険積立金の積立による支出 △39,098 △52,604

保険積立金の解約による収入 15,241 －

その他 2,066 △142

投資活動によるキャッシュ・フロー △30,728 △56,500

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △66,750 6,200

長期借入金の返済による支出 － △34,800

新株予約権の発行による収入 － 1,508

株式の発行による支出 － △6,580

自己株式の取得による支出 △2 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △66,752 △33,672

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △519,032 △114,703

現金及び現金同等物の期首残高 1,454,927 935,894

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  935,894 ※1  821,190
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  前事業年度（自平成21年8月1日 至平成22年7月31日） 

   該当事項はありません。 

  当事業年度（自平成22年8月1日 至平成23年7月31日） 

   該当事項はありません。 

(5)継続企業の前提に関する注記
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(6)重要な会計方針

項目 
第44期 

（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

第45期 
（自 平成22年8月 1日 
至 平成23年7月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

未成工事支出金 

 同左 

  不動産事業等支出金 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

不動産事業等支出金 

 同左 

  販売用不動産 

個別法による原価法  

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

販売用不動産 

 同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産除く） 

定率法 

但し、茨城工場及び平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物 ７年～50年 

機械装置及び車両運搬具 

２年～13年 

(1）有形固定資産（リース資産除く） 

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産除く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(5

年)に基づいております。 

(2）無形固定資産（リース資産除く） 

同左 

  (3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日がリ

ース会計基準適用初年度開始前のリース

取引については、通常の賃貸借取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

(3）リース資産 

   同左 
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項目 
第44期 

（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

第45期 
（自 平成22年8月 1日 
至 平成23年7月31日） 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

翌事業年度における支給見込額のうち

当事業年度負担分を計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3) 

      ──── 

(3)工事損失引当金 

 受注工事の損失発生に備えるため、

当事業年度末の手持受注工事のうち、

損失発生の可能性が高く、かつ、その

金額を合理的に見積もることが可能な

工事について、損失見込額を計上して

おります。  

  (4) 

      ──── 

(4)完成工事補償引当金 

 引渡しの完了した工事の補償等の費

用発生に備えるため、当事業年度の完

成工事高に対する将来の見積補償額に

基づいて計上しております。  

  (5)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務を計

上しております。なお、退職給付引当

金の対象従業員が300名未満であります

ので、簡便法によっており、退職給付

債務の金額は当事業年度末自己都合要

支給額(適格退職年金制度により支給さ

れる部分を除く)としております。 

  

(5)退職給付引当金 

    同左  

５．完成工事高の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 イ 当事業年度末までの進捗部分につい 

  て成果の確実性が認められる工事 

   工事進行基準（工事の進捗率の見積 

  りは原価比例法）  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 イ 同左  

   ロ その他の工事   ロ 同左  

    工事完成基準    

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から3ヵ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

    同左 

７．消費税等に相当する額の

会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。 

    同左 
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(7)会計処理方法の変更

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

第45期 
（自 平成22年8月 1日 
至 平成23年7月31日） 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）  

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工期

１年以上、かつ請負金額１億円以上の工事については工事

進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用

しておりましたが、当事業年度より「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日）が適用されたことに

伴い、当事業年度に着手した工事契約から、当事業年度末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。 

 これにより、当事業年度末の売上高は95,861千円増加

し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失は、それぞ

れ4,049千円減少しております。  

（資産除去債務に関する会計基準）の適用  

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第21号 平成20年3月31日）を適用しております。 

 これに伴う営業損失、経常損失、税引前当期純損失に与

える影響はありません。  

(8)表示方法の変更

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

第45期 
（自 平成22年8月 1日 
至 平成23年7月31日） 

 (損益計算書関係) 

前期まで販売費及び一般管理費の「雑費」に含めて

表示しておりました、株式取扱手数料、弁護士報酬費

用等につきましては、当事業年度より、より明瞭に表

示することが適切であると考えられることから「支払

手数料」として区分掲記いたしました。 

なお、前期における株式取扱手数料、弁護士報酬費

用等の金額は54,770千円であります。  

  

           ────  
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(9) 財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

第45期 
（自 平成22年8月 1日 
至 平成23年7月31日） 

 １．         ──── ※１．当事業年度末日満期手形 

     当事業年度末日満期手形の会計処理については、手

  形交換日をもって決算処理をしております。 

  なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったた 

  め、次の当事業年度末日満期手形が当事業年度末日の

  残高に含まれております。     

受取手形 千円3,969

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

建物 千円164,974

土地  155,952

保険積立金  121,604

計  442,530

不動産事業等支出金 千円53,187

建物  154,200

土地   155,952

保険積立金  174,208

計  537,547

上記に対応する債務は次のとおりであります。 上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金 千円126,855

(1年内に返済する予定の長期借入金) 

短期借入金 千円146,855

(短期借入金及び1年内に返済する予定の長期借

入金) 

  なお、上記保険積立金は、工事請負契約の履行保険契

約に対する質権の設定分であります。 

  なお、上記保険積立金は、工事請負契約の履行保険契

約に対する質権の設定分であります。 

-21-

㈱大盛工業（1844）　平成23年7月期決算短信（非連結）



（損益計算書関係）

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

第45期 
（自 平成22年8月 1日 
至 平成23年7月31日） 

 １．          ────           ※１．完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は

1,204千円であります。  

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。    

土地 千円5,855  ２．         ──── 

 ３．          ────  ※３．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

 当社は、原則として、事業用資産については管理会

計の損益区分を基準としてグルーピングを行っており

ます。また、本社については独立したキャッシュ・フ

ローを生み出さないことから、共用資産としてグルー

ピングをしております。 

 当社は、営業活動から生じる損益が継続的にマイナ

スの事業について減損の兆候を共用資産を含むより大

きな単位グループごとに検討し、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上いたしております。 

 なお、当社の回収可能価額は、正味売却価額で測定

しております。  

場所 用途 種類 減損損失 

本社（東京都 

葛飾区） 
共用資産 

建物、構築物、

車両運搬具、 

工具器具・備品 

千円6,347

不動産事業等

(東京都葛飾区)

不動産事業等

を運営するた 

めの資産  

建物、構築物、

車両運搬具、 

工具器具・備品 

千円3,790
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 前事業年度（自 平成21年8月1日 至 平成22年7月31日） 

 （１）発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

  

 （２）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

 （３）配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

 当事業年度（自 平成22年8月1日 至 平成23年7月31日） 

 （１）発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

  

 （２）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 (注)１．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま 

     す。 

   ２．目的となる株式数の変動事由の概要 

      第2回新株予約権の増加は、発行によるものであります。  

（３）配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前期末株式数

（株） 
当期増加株式数

（株） 
当期減少株式数

（株） 
当期末株式数 

（株） 

発行済株式         

普通株式  77,527,498  －  －  77,527,498

合計  77,527,498  －  －  77,527,498

自己株式         

普通株式  39,055  156  －  39,211

合計  39,055  156  －  39,211

  
前期末株式数

（株） 
当期増加株式数

（株） 
当期減少株式数

（株） 
当期末株式数 

（株） 

発行済株式         

普通株式  77,527,498  －  －  77,527,498

合計  77,527,498  －  －  77,527,498

自己株式         

普通株式  39,211  20  －  39,231

合計  39,211  20  －  39,231

会社名  内訳  
目的となる 

株式の種類 

目的となる株式の数（株）   当事業年度末 

 残高（千円） 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

提出会社 第2回新株予約権 普通株式   －  19,000,000   －  19,000,000   1,508

合計     －  19,000,000   －  19,000,000  1,508
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

第44期 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

第45期 
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年７月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年７月31日現在） （平成23年７月31日現在） 

現金預金勘定 千円935,894

現金及び現金同等物  935,894

現金預金勘定 千円821,190

現金及び現金同等物  821,190

（リース取引関係）

  
第44期 

（自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日） 

第45期 
（自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日） 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日がリース会計基準適

用初年度開始前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

         同左 

１．リース物件の取得価

額相当額、減価償却

累計額相当額及び期

末残高相当額 

  
取得価額相

当額 
（千円） 

減価償却累

計額相当額

（千円） 

期末残高相

当額 
（千円） 

 車両運搬具  4,491  3,967  524

  
取得価額相

当額 
（千円） 

減価償却累

計額相当額 
（千円） 

期末残高相

当額 
（千円） 

 車両運搬具  4,491  4,491  －

２．未経過リース料期末

残高相当額 

 1年内 千円 583

 1年超 千円 －

 合 計 千円 583

 1年内 千円 －

 1年超 千円 －

 合 計 千円 －

３．支払リース料、減価

償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 千円1,017

減価償却費相当額 千円898

支払利息相当額 千円55

支払リース料 千円593

減価償却費相当額 千円524

支払利息相当額 千円9

４．減価償却費相当額の

算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

    同左 

５．利息相当額の算定方

法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

    同左 
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前事業年度（自 平成21年8月1日 至 平成22年7月31日） 

 （追加情報） 

  当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）及び「金融商

 品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日）を適用しておりま 

 す。  

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に関する取組指針 

 当社は、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に増資や銀行借入）を調達しております。一時的な余

資は主に流動性の高い金融資産で運用し、他に事業遂行上必要に応じ貸付けも行っております。また、短期的

な運転資金は銀行借入により調達しております。また、デリバティブ取引の利用もなく、投機的な取引は行わ

ない方針であります。  

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等については、顧客の信用リスクに晒されております。 

  営業投資有価証券については、主に短期投資目的であり、市場価格の変動リスクに晒されております。ま

た、取引先企業に対し貸付けを行っております。 

  営業債務である工事未払金は、そのほとんどが２カ月以内の支払期日であります。 

 借入金は、短期的な運転資金を目的としたものであり、１年以内返済予定のものであります。  

２．金融商品の時価等に関する事項 

 （※1)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。   

  

（金融商品関係）

  貸借対照表計上額（千円）  時価（千円）  差額（千円） 

 (1)現金及び預金  935,894   935,894   －

 (2)受取手形   6,899   6,899   －

 (3)完成工事未収入金等   539,968   539,968   －

 (4)営業投資有価証券   49,138   49,138   －

 (5)短期貸付金   2,000   2,000   －

 (6)長期貸付金   203,338   －       

 貸倒引当金(※1)   △139,475   －       

  63,863   63,863   －

 (7)従業員に対する 

      長期貸付金 
  29,077   29,077   －

資産計    1,626,841   1,626,841   －

 (1)工事未払金   321,663   321,663   －

 (2)短期借入金    617,213   614,552   △2,660

負債計    938,876   936,215   △2,660

-25-

㈱大盛工業（1844）　平成23年7月期決算短信（非連結）



(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)完成工事未収入金等 

 これらは、短期間で決済するものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっ

ております。 

  

(4)営業投資有価証券 

 これらの時価については、取引所の価格によっております。 

  

(5)短期貸付金、(6)長期貸付金、(7)従業員に対する長期貸付金 

 貸付金の時価の算定は、一定期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシ

ュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた現在価値で算定してお

ります。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は

担保及び保証による回収見込み額等により、時価を算定しております。 

  

負債 

(1)工事未払金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

  

(2)短期借入金 

 これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値に

より算定しております。 

  

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 該当事項はありません。  

  

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額  

（※１）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。  

  

  
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円）  

 現金及び預金  935,894   －   －  －

 受取手形   6,899   －   －  －

 完成工事未収入金等   539,968   －   －  －

 短期貸付金   2,000   －   －  －

 長期貸付金（※１）    8,250   37,662   17,950  －

 従業員に対する長期貸付金    4,950   17,481   6,645  －

合計    1,497,963   55,144   24,595  －
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当事業年度（自 平成22年8月1日 至 平成23年7月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に関する取組指針 

 当社は、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に増資や銀行借入）を調達しております。一時的な余

資は主に流動性の高い金融資産で運用し、他に事業遂行上必要に応じ貸付けも行っております。また、短期的

な運転資金は銀行借入により調達しております。また、デリバティブ取引の利用もなく、投機的な取引は行わ

ない方針であります。  

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等については、顧客の信用リスクに晒されております。 

  営業投資有価証券については、主に短期投資目的であり、市場価格の変動リスクに晒されております。ま

た、取引先企業に対し貸付けを行っております。 

  営業債務である工事未払金は、そのほとんどが２カ月以内の支払期日であります。 

 借入金は、短期的な運転資金を目的としたものであり、１年以内返済予定のものであります。  

２．金融商品の時価等に関する事項 

（※1）長期貸付金、固定化営業債権、破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しておりま  

    す。   

  

  貸借対照表計上額（千円）  時価（千円）  差額（千円） 

 (1)現金及び預金  821,190   821,190   －

 (2)受取手形   30,110   30,110   －

 (3)完成工事未収入金等   266,451   266,451   －

 (4)営業投資有価証券   75,948   75,948   －

 (5)短期貸付金   8,050   8,050   －

 (6)営業保証金   71,909   71,909   －

 (7)長期貸付金   191,492              

     貸倒引当金(※1)   △153,394              

        38,097   38,097   －

 (8)従業員に対する 

      長期貸付金  
  25,395   25,395   －

 (9)固定化営業債権   235,527              

     貸倒引当金(※1)   △235,527              

       －   －   －

 (10)破産更生債権等   1,406              

 貸倒引当金(※1)   △1,406              

  －   －   －

資産計    1,337,153   1,337,153   －

 (1)工事未払金   245,086   245,086   －

 (2)短期借入金    588,613   585,952   △2,660

負債計    833,700   831,039   △2,660
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(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)完成工事未収入金等、(6)営業保証金 

 これらは、短期間で決済するものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっ

ております。 

  

(4)営業投資有価証券 

 これらの時価については、取引所の価格によっております。 

  

(5)短期貸付金、(7)長期貸付金、(8)従業員に対する長期貸付金、(9)固定化営業債権、(10)破産更正債権 

 貸付金の時価の算定は、一定期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシ

ュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた現在価値で算定してお

ります。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は

担保及び保証による回収見込み額等により、時価を算定しております。 

  

負債 

(1)工事未払金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

  

(2)短期借入金 

 これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値に

より算定しております。 

  

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 該当事項はありません。  

  

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額  

固定化営業債権、破産更正債権については、償還予定額が見込めないため記載しておりません。 

  

（※１）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。  

   

  
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円）  

 現金及び預金  821,190   －   －  －

 受取手形   30,110   －   －  －

 完成工事未収入金等   266,451   －   －  －

 短期貸付金   8,050   －   －  －

 長期貸付金（※１）    5,632   10,715   21,750  －

 従業員に対する長期貸付金    5,006   13,743   6,645  －

合計    1,136,442   24,458   28,395  －
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前事業年度（平成22年７月31日現在） 

１．売買目的有価証券（平成22年７月31日） 

 該当事項はありません。    

２．満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

３．子会社株式及び関連会社株式  

該当事項はありません。 

４．その他有価証券 

   

５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

  

（有価証券関係）

    
種類  

貸借対照表計上額 
(千円)  

取得原価 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

  

（1）株 式  24,549  22,525  2,023

 （2）債 券                     

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

（3）その他  －  －  －

小計  24,549  22,525  2,023

貸借対照表計上額が取 

得原価を超えないもの 

  

（1）株 式  15,184  22,860  △7,676

（2）債 券                  

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

（3）その他  9,404  9,587  △182

小計  24,589  32,447  △7,858

合計  49,138  54,973  △5,834

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

（1）株式  242,028  7,572  1,632

（2）債券  92,160  1,135  －

  ①国債・地方債券  －  －  －

  ②社債  92,160  1,135  －

  ③その他  －  －  －

（3）その他   97,689  2,481  646

 合計  431,878  11,188  2,278
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当事業年度（平成23年７月31日現在） 

１．売買目的有価証券（平成23年７月31日） 

 該当事項はありません。    

２．満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

３．子会社株式及び関連会社株式  

該当事項はありません。 

４．その他有価証券 

   

５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成22年８月１日 至平成23年７月31日） 

  

    
種類  

貸借対照表計上額 
(千円)  

取得原価 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

  

（1）株 式  5,239  5,198  40

 （2）債 券                     

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

（3）その他  －  －  －

小計  5,239  5,198  40

貸借対照表計上額が取 

得原価を超えないもの 

  

（1）株 式  47,944  58,953  △11,009

（2）債 券                  

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  2,000  2,050  △50

③その他  －  －  －

（3）その他  20,764  22,760  △1,995

小計  70,709  83,763  △13,054

合計  75,948  88,961  △13,013

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

（1）株式  191,077  8,119  △647

（2）債券  3,105  30  －

  ①国債・地方債券  －  －  －

  ②社債  3,105  30  －

  ③その他  －  －  －

（3）その他   64,627  2,422  △534

 合計  258,811  10,572  △1,182
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前事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

  該当事項はありません。 

２．取引の時価等に関する事項 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  該当事項はありません。 

当事業年度（自平成22年８月１日 至平成23年７月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

  該当事項はありません。 

２．取引の時価等に関する事項 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び一時金制度を設けております。  

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（退職給付関係）

  
第44期 

（平成22年７月31日現在） 

第45期 

（平成23年７月31日現在） 

イ．退職給付債務     △114,563千円      千円 △121,209

ロ．年金資産  98,195  106,622

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）   △16,367    △14,585

ニ．会計基準変更時差異の未処理額  －  －

ホ．未認識数理計算上の差異  －  －

ヘ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ） △16,367  △14,585

  

第44期 

（自 平成21年８月１日 

至 平成22年７月31日） 

第45期 

（自 平成22年８月１日 

至 平成23年７月31日） 

イ．勤務費用 16,453千円 千円 10,633

ロ．利息費用  －  －

ハ．期待運用収益  －  －

ニ．会計処理基準変更時差異の費用処理額  －  －

ホ．数理計算上の差異の費用処理額  －  －

ヘ．過去勤務債務の費用処理額  －  －

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋

ヘ） 
 16,453  10,633

  
第44期 

（平成22年７月31日現在） 

第45期 

（平成23年７月31日現在） 

(1)割引率        －         －

(2)期待運用収益率        －         －

(3)退職給付見込額の期間配分方法         －          －

(4)過去勤務債務の額の処理年数        －         －

(5)数理計算上の差異の処理年数        －         －

(6)会計基準変更時差異の処理年数        －         －
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前事業年度（自 平成21年8月1日 至 平成22年7月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に

換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

（注）会社法施行以前に付与されたストック・オプションであるため記載しておりません。 

（ストック・オプション等関係）

  
平成17年10月27日 
定時株主総会決議 

付与対象者の区分及び数 

 当社取締役     ６名 

 当社監査役     ３名 

 当社従業員     44名 

ストック・オプション数  普通株式   2,175,000株 

付与日  平成18年3月30日 

権利確定条件 

付与日(平成18年3月30日)以降、

権利確定日(平成18年11月1日）ま

で継続して勤務していること。 

対象勤務期間 
  自 平成18年 3月30日 

 至 平成18年10月31日 

権利行使期間 
  自 平成18年11月 1日 

 至 平成24年10月31日 

  
 平成17年10月27日 
定時株主総会決議  

権利確定前      （株）      

前事業年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後      （株）      

前事業年度末  1,898,000

権利確定  －

権利行使  －

失効  60,000

未行使残  1,838,000

  
 平成17年10月27日 
定時株主総会決議  

権利行使価格      （円）  68

行使時平均株価     （円）  －

公正な評価単価（付与日）（円） （注）  － 
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当事業年度（自 平成22年8月1日 至 平成23年7月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に

換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

（注）会社法施行以前に付与されたストック・オプションであるため記載しておりません。 

  
平成17年10月27日 
定時株主総会決議 

付与対象者の区分及び数 

 当社取締役     ３名 

 当社監査役     ３名 

 当社従業員     44名 

ストック・オプション数  普通株式   2,175,000株 

付与日  平成18年3月30日 

権利確定条件 

付与日(平成18年3月30日)以降、

権利確定日(平成18年11月1日）ま

で継続して勤務していること。 

対象勤務期間 
  自 平成18年 3月30日 

 至 平成18年10月31日 

権利行使期間 
  自 平成18年11月 1日 

 至 平成24年10月31日 

  
 平成17年10月27日 
定時株主総会決議  

権利確定前      （株）      

前事業年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後      （株）      

前事業年度末  1,838,000

権利確定  －

権利行使  －

失効  －

未行使残  1,838,000

  
 平成17年10月27日 
定時株主総会決議  

権利行使価格      （円）  68

行使時平均株価     （円）  －

公正な評価単価（付与日）（円） （注）   －
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前事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自平成22年８月１日 至平成23年７月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度末（平成23年７月31日） 

資産除去債務の金額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

（税効果会計関係）

第44期 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

第45期 
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年７月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産      

貸倒引当金損金算入限度超過

額 
千円178,346

たな卸評価損  117,535

減損損失  175,695

債権貸倒否認額  166,051

税務上の繰越欠損金  1,952,335

その他  45,358

繰延税金資産小計  2,635,323

評価性引当額  △2,635,323

繰延税金資産合計  －

繰延税金負債      

 その他有価証券評価差額金  －

繰延税金負債合計  －

繰延税金資産の純額  －

繰延税金資産      

貸倒引当金損金算入限度超過

額 
千円170,880

たな卸評価損  112,784

減損損失  174,348

債権貸倒否認額  175,636

税務上の繰越欠損金  1,745,484

その他  55,736

繰延税金資産小計  2,434,870

評価性引当額  △2,434,870

繰延税金資産合計  －

繰延税金負債      

繰延税金負債合計  －

繰延税金資産の純額  －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   当期純損失のため記載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   当期純損失のため記載を省略しております。 

（持分法損益等）

（資産除去債務）
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前事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

    （追加情報） 

     当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月 

    28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平 

    成20年11月28日）を適用しております。 

  

当事業年度（自平成22年８月１日 至平成23年７月31日） 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

（賃貸等不動産関係）
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当事業年度（自平成22年８月１日  至平成23年７月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。  

 当社は、建設工事・土木工事の請負、施工、不動産の売買を中心として事業活動を展開しております。

従って当社は「建設事業」、「不動産事業等」を報告セグメントとしております。  

各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類  

 建設事業  ：建設・土木工事の施工・監理及び請負業務を行っております。  

 不動産事業等：土地・建物の購入販売、及びＯＬＹリース業を行っております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「重要な会計方針」における記載と概ね同一であり

ます。また、報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。  

  

３．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  前事業年度（自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日）            （単位：千円）

(注)1「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、営業投資有価証券の売買 

   等を行っております。 

(注)2 調整額は、以下のとおりであります。 

  (1)セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に報告セグメ 

    ントに帰属しない現金及び預金・建物・土地であります。 

  (2)減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。 

  (3)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社部門に係る設備への設備投資額でありま

    す。 

(注)3 セグメント利益又は損失は、当事業年度損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っておりま 

   す。 

  

（セグメント情報）

ａ．セグメント情報

  

報告セグメント  

その他 

(注)1 
合計 

調整額 

(注)2  

財務諸表 

計上額 

(注)3  建設事業 不動産事業等 計 

売上高 

(1)外部顧客への売上高 

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高  

 

 

2,585,801

－

 214,616

－

 

  

2,800,417

－

 

  

9,443

－

 

  

2,809,861

－

 

  

－

－

 

  

2,809,861

－

計   2,585,801  214,616  2,800,417  9,443  2,809,861  －  2,809,861

セグメント利益又は損失

(△) 
 △16,327  △51,092  △67,420  4,719  △62,700  －  △62,700

セグメント資産  784,146  662,571  1,446,718  183,237  1,629,955 1,267,925  2,897,880

その他の項目                                          

 減価償却費  1,054  10,244  11,299  10  11,309  15,088  26,397

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
 14,815  145  14,961  －  14,961  777  15,738
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  当事業年度（自 平成22年８月１日 至 平成23年７月31日）            （単位：千円）

(注)1「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、営業投資有価証券の売買 

   等を行っております。 

(注)2 調整額は、以下のとおりであります。 

  (1)セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に報告セグメ 

    ントに帰属しない現金及び預金・建物・土地であります。 

  (2)減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。 

  (3)減損損失の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の減損損失であります。  

(注)3 セグメント利益又は損失は、当事業年度損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っておりま 

   す。 

  

 （追加情報） 

   当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年3月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年3月21日）を適

用しています。 

  

  

報告セグメント  

その他 

(注)1 
合計 

調整額 

(注)2  

財務諸表 

計上額 

(注)3  建設事業 不動産事業等 計 

売上高 

(1)外部顧客への売上高 

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高  

 

 

1,651,968

－

 271,117

－

 

  

1,923,085

－

 

  

9,390

－

 

  

1,932,476

－

 

  

－

－

 

  

1,932,476

－

計   1,651,968  271,117  1,923,085  9,390  1,932,476  －  1,932,476

セグメント利益又は損失

(△) 
 △164,989  △64,858  △229,848  6,179  △223,669  －  △223,669

セグメント資産  619,334  691,347  1,310,681  296,306  1,606,987 1,044,315  2,651,303

その他の項目                                          

 減価償却費  1,081  10,768  11,849  3,631  15,481  11,748  27,230

 減損損失  －  3,790  3,790  －  3,790  6,347  10,137

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
 －  223  223  19,047  19,271  －  19,271
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当事業年度（自平成22年８月１日  至平成23年７月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。     

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所有している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

  

３．主要な顧客ごとの情報                     （単位：千円） 

  

   

当事業年度（自平成22年８月１日  至平成23年７月31日） 

 セグメント情報に同様の情報を開示をしているため、記載を省略しております。  

  

  

   

当事業年度（自平成22年８月１日  至平成23年７月31日） 

 該当事項はありません。  

  

  

   

当事業年度（自平成22年８月１日  至平成23年７月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

   

前事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成22年８月１日 至平成23年７月31日） 

 該当事項はありません。 

ｂ．関連情報

 顧客の名称又は氏名  売上高  関連するセグメント名 

 東京都水道局          977,441  建設事業 

 東京都下水道局          230,564  建設事業 

 葛飾区役所          222,508  建設事業 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（関連当事者情報）
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 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  前事業年度（自平成21年8月1日 至平成22年7月31日） 

   該当事項はありません。 

  当事業年度（自平成22年8月1日 至平成23年7月31日） 

   該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

項目 
第44期 

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

第45期 
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年７月31日） 

１株当たり純資産額      21円00銭       円 銭 17 19

１株当たり当期純損失金額 1円58銭 円 銭 3 72

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額につきましては、１株当

たり当期純損失であるため記載をして

おりません。 

       同 左 

  

  

  

  
第44期 

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

第45期 
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年７月31日） 

１株当たり当期純損失金額            

当期純損失（千円）  122,250  288,031

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（千円）  122,250  288,031

期中平均株式数（株）  77,488,341  77,488,272

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 平成17年10月27日定時株主総

会決議によるストックオプショ

ン（株式の種類及び数、普通株

式1,838千株）  

 平成17年10月27日定時株主総

会決議によるストックオプショ

ン（株式の種類及び数、普通株

式 千株） 1,838

     第2回新株予約権 

（新株予約権の目的となる株式

の種類及び数、普通株式19,000

千株）  

（重要な後発事象）
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   (1)代表取締役の異動 

    該当事項はありません。 

  

  (2)その他の役員の異動（平成23年10月28日付予定） 

    ・新任監査役候補 

     社外監査役 池田裕彦 

      (平成21年12月 弁護士登録、港国際法律事務所（現 弁護士法人 港国際グループ）入所） 

  

    ・退任予定監査役 

     監査役 武田穂積  

                                        

     

５．その他
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